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（総則）

第１条　令和５年度松原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 人

（２） ｍ３

（３）

千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

第１項　　 千円

第２項　　 千円

　　第１款　下　水　道　事　業　収　益

営 業 収 益 2,685,317

営 業 外 収 益 945,183

議案第７号

令和５年度　松 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

9,909,000

主 要 な 建 設 改 良 事 業

653,247建 設 改 良 費

113,841汚 水 整 備 人 口

年 間 有 収 水 量

収　　　　　　　　　　　　　　　入

3,630,500
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千円

第１項　　 千円

第２項　　 千円

第３項　　 千円

第４項　　 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　１，５６０，１００千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７０，１１６千円、過年度分損益勘定

　留保資金１６７，５７３千円及び当年度分損益勘定留保資金１，３２２，４１１千円で補てんするものとする。)。

千円

第１項　　 千円

第２項　　 千円

第３項　　 千円

第４項　　 千円

第５項　　 千円

　　第１款　下　水　道　事　業　費　用

　　第１款　資 　本 　的 　収 　入

負 担 金 14,895

営 業 費 用 3,288,620

収　　　　　　　　　　　　　　　入

企 業 債 1,199,400

2,586,000

他 会 計 出 資 金 359,705

212,000国 庫 補 助 金

支　　　　　　　　　　　　　　　出

508,180

他 会 計 借 入 金 800,000

200

3,807,000

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費 10,000
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千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　第１款　資　 本 　的 　支 　出

下水道事業

支　　　　　　　　　　　　　　　出

基 金 繰 入 支 出 1

建 設 改 良 費

限　　度　　額

企 業 債 償 還 金

4,146,100

3,332,720

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　度　　　　　額

松原市水洗便所改造資金あっ旋融資
に伴う金融機関に対する債務の損失
補償

借入実行日から
返済日まで

松原市水洗便所改造資金あっ旋融資として、金融機関が1件60万円を
限度として当該貸付を行ったことにより損失を生じた場合、損失補償
契約に定める範囲内でその損失を補償する。

起 債 の 目 的

1,199,400
普通貸借
又は

証券発行

起 債 の 方 法 利　　　率

　　　　  年10％以内
(ただし、利率見直し方式で借入
れる政府資金、地方公共団体金融
機構資金、ゆうちょ銀行資金及び
かんぽ生命保険資金、その他金融
機関について利率の見直しを行っ
た後においては、当該見直し後の
利率)

40年以内(内据置5年以内)年賦又は
半年賦の元金均等又は元利均等償
還とする。ただし財政の状況によ
り償還年限を短縮し、繰上償還を
し、又は借換えることができる。

償　　還　　の　　方　　法

813,379

千円
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、3,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用

（２）営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

　その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 千円

　　　　松 原 市 長　　澤　井　宏　文

令和 ５ 年 ２ 月 ２７ 日  提出

73,184
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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予定額（千円） 備 考

１．下水道事業収益 3,630,500

１．営 業 収 益 2,685,317

１．下 水 道 使 用 料 1,739,698 下水道使用料

２．雨水処理負担金 945,069 雨水処理に係る一般会計からの負担金

３．その他営業収益 550 指定業者登録手数料

２．営 業 外 収 益 945,183

１．受 取 利 息 3 預金利息等

２.他 会 計 補 助 金 95,226 一般会計からの補助金

３.国 庫 補 助 金 42,050 社会資本整備総合交付金

４.長期前受金戻入 807,661 繰延収益の償却

５．雑 収 益 243 研修に係る助成金等

令和５年度　松原市下水道事業会計予算実施計画

収　 　　入

款 項 目

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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予定額（千円） 備 考

１．下水道事業費用 3,807,000

１．営 業 費 用 3,288,620

１．管 渠 費 83,034 管渠の維持管理に要する費用

２．ポ ン プ 場 費 97,307 ポンプ場の維持管理に要する費用

３．普 及 指 導 費 26,021 水洗化普及促進、水質検査に要する費用

４．業 務 費 11,227 下水道使用料等徴収業務に要する費用

５．総 係 費 22,655 事業活動全般に関連する費用

６．
流 域 下 水 道
維持管理負担金 607,299 流域下水道維持管理負担金

７．減 価 償 却 費 2,419,581 償却資産の減価償却費用

８．資 産 減 耗 費 21,496 有形固定資産の除却費用

２．営 業 外 費 用 508,180

１．
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 426,486 企業債利息及び長期借入金利息等

支　　 　出

項 目款
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予定額（千円） 備 考

２．
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 81,694

３．特 別 損 失 200

１．
過 年 度 損 益
修 正 損 200 下水道使用料等過年度減額分

４．予 備 費 10,000

１．予 備 費 10,000

款 項 目
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予定額（千円） 備 考

１．資 本 的 収 入 2,586,000

１．企 業 債 1,199,400

１．建 設 改 良 債 1,199,400 建設改良に充てるための企業債

２．他 会 計 出 資 金 359,705

１．他 会 計 出 資 金 359,705 建設改良に係る一般会計からの出資金

３.他 会 計 借 入 金 800,000

１．他 会 計 借 入 金 800,000 水道事業会計からの長期借入金

４．国 庫 補 助 金 212,000

１．国 庫 補 助 金 212,000 社会資本整備総合交付金

５.負 担 金 14,895

１．受 益 者 負 担 金 14,895

款 項 目

収　 　　入

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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予定額（千円） 備 考

１．資 本 的 支 出 4,146,100

１．建 設 改 良 費 813,379

１．建 設 改 良 費 653,247 管渠等の整備に要する費用

２．
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金 127,917 流域下水道建設負担金

３．
そ の 他
建 設 負 担 金 32,215 大阪市建設負担金

２．企 業 債 償 還 金 3,332,720

１．企 業 債 償 還 金 3,332,720 企業債の償還元金

３．基 金 繰 入 支 出 1

１．基 金 繰 入 支 出 1

支　   　出

目項款
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失（△） △ 206,031

減価償却費 2,419,581

資産減耗費 21,496

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 456

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 114

長期前受金戻入額 △ 807,661

受取利息 △ 3

支払利息及び企業債取扱諸費 426,486

未収金の増減額（△は増加） 3,467

未払金の増減額（△は減少） 27,379

小計 1,884,144

利息の受取額 3

利息の支払額 △ 426,486

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,457,661

令和５年度松原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和5年4月1日～令和6年3月31日）
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Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出等 △ 605,637

無形固定資産の取得による支出等 △ 145,576

国庫補助金、負担金による収入等 206,268

基金繰入による支出 △ 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 544,946

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入 1,199,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,332,720

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 800,000

一般会計からの出資金による収入等 359,705

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 973,615

Ⅳ 資金増減額（△は減少） △ 60,900

Ⅴ 資金期首残高 285,448

Ⅵ 資金期末残高 224,548
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１．総　　括

職 員 数 法定福利費 合　 　計

一般職 (人)  報酬（千円）  給料（千円）  手当（千円）  計 （千円） （千円） （千円）

9

（3）

9

（△3）

0

地 域 手 当 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時 間 外 勤 務 通 勤 手 当 住 居 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）  手 当  （千円） （千円） （千円）

本 年 度 4,209 756 7,988 6,552 5,197 514 672

前 年 度 5,805 1,794 10,671 7,865 4,363 582 978

比 較 △ 1,596 △ 1,038 △ 2,683 △ 1,313 834 △ 68 △ 306

管 理 職 手 当 特 殊 勤 務 管理職員特別 児 童 手 当

（千円）   手 当 （千円）  勤務手当(千円) （千円）

本 年 度 1,488 35 36 1,080

前 年 度 2,196 30 54 1,140

比 較 △ 708 5 △ 18 △ 60

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　 　　　分

－ 32,457 28,527 60,984 12,200 73,184

15,838－

△ 3,638

44,008 35,478

△ 22,140

95,324

本年度

前年度

比　較

給　与　費

手 当 の
内 訳

区　  分

区　　分

79,486

－ △ 11,551 △ 6,951 △ 18,502
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増減額（千円）

給与改定の状況

0.44%
令和4年4月1日

平均昇給率　1.42％

採用退職等に係る増減分

0 千円 （その他） （計）
（０） （０） （０）
１０人 △１人 　 ９人

会計の異動に係る増減分 （１） （２） （３）

△ 12,166 千円 ８人 １人 　 ９人
（△１） （△２） （△３）
２人 △２人 ０人

採用、退職、会計の異動の状況等 R4.1.2～R5.1.1
採　用 　０人
退　職 　０人（１人）

会計の異動 （入） 　３人（０人）
（出） 　１人（０人）

期末手当 支給月数

△ 595 千円 　　　2.55月→2.4月
勤勉手当 支給月数

333 千円 　　　1.9月→2.0月

その他

△ 6,689 千円

△ 6,951

その他の増減分 △ 6,689

制度改正に伴う
増加分

増　減

 給料の改定率　
 給与改定実施時期

その他の増減分 △ 12,166 職員数の異動状況
 （現に在職する職員数）

本年度

前年度

昇給に伴う増加
分 474

区 分  増 減 事 由 別 内 訳（千円） 説 明 備 考

手当

給 料
給与改定に伴う
増加分 141

２．給料及び手当の増減額の明細

△ 11,551

△ 262
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３．給料及び手当の状況

 （１）職員１人当たり給与

 （２）初任給

技能労務職

〔企業職(1)〕(円) 技能労務職(円)

（１８歳基準） （１８歳基準）

156,800 156,800

〔企業職(1)〕(円) 事務職（円） 技術職（円）

高 校 卒 158,900 158,900 158,900 158,900

区 　　　分
事務職 技術職

〔企業職(1)〕(円)

大 学 卒 191,700

令和4年1月1日現在

平均給料月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

191,700

45

191,700

238,875

平均給与月額（円） 375,430 342,903

295,125

191,700

一　般　会　計　の　制　度

32

32

区 分
事 務 職 技 術 職

〔企 業 職 (1)〕 〔企 業 職 (1)〕

 令和5年1月1日現在

平均給料月額（円） 356,675 242,167

平均給与月額（円） 444,866 359,687

平 均 年 齢 （歳） 46
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課長、参事 次長、副理事 部長、理事

５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級

企 業 職
定型的な業務
を行う職

特に高度の知識又
は経験を必要とす
る業務を行う職

主任 係長、主査
課長補佐、

主幹

（級別の基準となる職務の内容）
区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

計 計 (1) (100.0)
4 100.0 4 100.0

８級 ８級

７級 ７級1 25.0

６級 ６級1 25.0

1 25.0
1月1日現在 ５級 ５級

令和4年 ４級 ４級

３級 ３級1 25.0

２級 ２級 (1) (100.0)
1 25.0 1 25.0

１級 １級 2 50.0

計 計4 100.0 6 100.0

８級 ８級

７級 ７級1 25.0

６級 ６級1 25.0

1 16.7
1月1日現在 ５級 ５級

令和5年 ４級 ４級

３級 ３級1 25.0

２級 ２級1 25.0 4 66.6

１級 １級 1 16.7

（３）級別職員数

区分
事務職 技術職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
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（４）昇給

合 計 事 務 職 技 術 職

9 5 4

　１号給　　（人）

　２号給　　（人） 1

　３号給　　（人）

　４号給　  （人） 8 4 4

100.0 100.0 100.0

9 4 5

　１号給　　（人）

　２号給　　（人）

　３号給　　（人）

　４号給　  （人） 9 4 5

75.0 66.6 83.3

4

　昇給に係る職員数  （Ｂ）　  （人）

号給数別内訳

比　 　率　　（Ｂ）/（Ａ） (％)

前

年

度

職 員 数 （Ａ）　　（人） 12 6 6

5

　昇給に係る職員数  （Ｂ）　　（人）

号給数別内訳

比　 　率　　（Ｂ）/（Ａ）（％）

区　　　　　　　　　　　　　　分

本

年

度

職 員 数 （Ａ） 　 （人） 9
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全　職　種

0.0

(６）期末手当・勤勉手当

6月(月分) 12月(月分)

(1.15) (1.15)

2.2 2.2

(1.175) (1.175)

2.225 2.225

(1.15) (1.15)

2.2 2.2

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ） 0.0 0.0

（５）特殊勤務手当

区　　　　　　　　　分 事　務　職 技　術　職

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
100.0 100.0 100.0

（令和５年１月１日現在）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計 　職 制 上 の 段 階、職 務 の

（月分） 　級 等 に よ る 加 算 措 置

国　の　制　度
(2.3)

有
4.4

本　　年　　度
(2.3)

有
4.4

前　　年　　度
(2.35)

技　能　労　務　職

0.0

100.0

  非常災害等現場作業手当

有
4.45

備考
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(７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

(月分） (月分） (月分）

(８）その他の手当

通 勤 手 当 同 じ

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

地 域 手 当 同 じ

国 の 制 度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
  定 年 前 早 期 退 職
  特 例 措 置
  (3％～45％加算)（ 支 給 率 等 ）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定 年 前 早 期 退 職
　特 例 措 置
　(2％～20％加算)

区　　　分
25年勤続の者 そ の 他 の

備　 　考
(月分） 加 算 措 置 等
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期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 営 業 収 益 等

全　　額

松原市水洗便所改造資
金あっ旋融資に伴う金
融機関に対する債務の
損失補償

－

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事     項 限   度   額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （見 込） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

借入実行日から
返済日まで

－
1件60万円を限度とし
て損失補償契約に定め
る範囲内

限度額と同じ

左 の 財 源 内 訳
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千円 千円 千円

１．

（１）下 水 道 使 用 料 1,600,087

（２）雨 水 処 理 負 担 金 929,222

（３）そ の 他 営 業 収 益 175 2,529,484
                                    

２．

（１）管 渠 費 88,369

（２）ポ ン プ 場 費 47,620

（３）普 及 指 導 費 31,533

（４）業 務 費 9,463

（５）総 係 費 23,521

（６）流 域 下 水 道

維 持 管 理 負 担 金

（７）減 価 償 却 費 2,413,408

（８）資 産 減 耗 費 55,107 3,117,558

営 業 損 失 588,074

３．

（１）受 取 利 息 3

（２）他 会 計 補 助 金 147,329

営　 業 　外　 収 　益

448,537

令和４年度 松原市下水道事業会計予定損益計算書　

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

営　 　業　　 収　　 益

営　 　業　　 費　　 用
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千円 千円 千円

（３）国 庫 補 助 金 19,450

（４）長 期 前 受 金 戻 入 812,449

（５）雑 収 益 177 979,408
                                

４．

（１）支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

（２）雑 支 出 18,490 500,153 479,255
                                                         

経 常 損 失 108,819

５．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 191 191 191

当 年 度 純 損 失 109,010

前 年 度 繰 越 欠 損 金 284,998

　当年度未処理欠損金                                                                      当 年 度 未 処 理 欠 損 金 394,008

                                                         

特 　　別 　　損 　　失

営 　業　 外　 費 　用

481,663
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千円 千円 千円 千円

１．

（１）

イ 410,110

ロ 127,236

△ 24,163 103,073

ハ 59,997,744

△ 7,868,108 52,129,636

ニ 632,809

△ 247,135 385,674

ホ 290

△ 234 56

（２）

イ 7,398,014

7,398,014

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計 53,028,549

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令和４年度 松原市下水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和 5 年 3 月 31 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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千円 千円 千円 千円

（３）

イ 872
                                 

872
                                 

60,427,435
                                                            

２．

（１） 285,448

（２） 299,216

△ 10,245 288,971

574,419
                                                    

61,001,854

     
３．

（１）

イ

30,328,381

30,328,381

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 資 産

基 金

投 資 そ の 他 資 産 合 計

- 27 -



千円 千円 千円 千円

（２）

イ

2,000,000

2,000,000

32,328,381

４．

（１）

イ

3,332,310

3,332,310

（２） 439,394

（３） 6,490

（４）

イ 6,204

ロ 1,265

7,469

3,785,663

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に

充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計
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千円 千円 千円 千円

５．

（１） 24,279,234

△ 3,229,753

21,049,481

57,163,525

６． 4,089,522

７．

（１）

イ 135,435

ロ 7,380

142,815

（２）

イ 394,008

△ 394,008
                               

△ 251,193

3,838,329

61,001,854
                                                            

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
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令和４年度　会計書類に関する注記
Ⅰ．重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

イ．減価償却の方法

定額法

ロ．主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ６～５０年

工具器具及び備品 １５～２０年

（２）無形固定資産

イ．減価償却の方法

定額法

ロ．主な耐用年数

施設利用権 ４５～５０年

２．引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担

に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、

当事業年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。

３．重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
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４．消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．セグメント情報

報告セグメントが単一のため、記載を省略している。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内　　　　１，２４１千円

１年超　 ２，６３８千円

３，８７９千円

Ⅳ．その他

１．賞与引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当の支給に充てるため、賞与引当金６，３４７千円を取り崩すこととする。

２．法定福利費引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に充てるため、法定福利費引当金１，３２９千円を取り崩

すこととする。

計
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千円 千円 千円 千円

１．

（１）

イ 410,110

ロ 127,226

△ 29,268 97,958

ハ 60,555,469

△ 9,844,750 50,710,719

ニ 632,086

△ 273,257 358,829

ホ 290

△ 268 22

（２）

イ 7,131,912

7,131,912
                                 

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

令和５年度 松原市下水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和 6 年 3 月 31 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

51,577,638

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

（３）

イ 873
                                 

873
                                 

58,710,423
                                                            

２．

（１） 224,548

（２） 295,749

△ 10,245 285,504

510,052
                                                    

59,220,475

     
３．

（１）

イ

28,227,411

28,227,411

貸 倒 引 当 金

未 収 金

企 業 債

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

資 産 合 計

現 金 預 金

基 金

充 て る た め の 企 業 債

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計
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千円 千円 千円 千円

（２）

イ

2,800,000

2,800,000

31,027,411

４．

（１）

イ

3,299,960

3,299,960

（２） 440,448

（３） 6,490

（４）

イ 5,073

ロ 1,002

6,075

3,752,973流 動 負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

建設改良費等の財源に

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計
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千円 千円 千円 千円

５．

（１） 24,485,502

△ 4,037,414

20,448,088

55,228,472

６． 4,449,227

７．

（１）

イ 135,435

ロ 7,380

142,815

（２）

イ 600,039

△ 600,039
                               

△ 457,224

3,992,003

59,220,475

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収 益 合 計

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計
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令和５年度　会計書類に関する注記
Ⅰ．重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

イ．減価償却の方法

定額法

ロ．主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ６～５０年

工具器具及び備品 １５～２０年

（２）無形固定資産

イ．減価償却の方法

定額法

ロ．主な耐用年数

施設利用権 ４５～５０年

２．引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担

に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、

当事業年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。

３．重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
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４．消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．セグメント情報

報告セグメントが単一のため、記載を省略している。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内　　　　１，１７３千円

１年超　 １，４６５千円

２，６３８千円

Ⅳ．その他

１．賞与引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当の支給に充てるため、賞与引当金６，２０４千円を取り崩すこととする。

２．法定福利費引当金の取崩し

  当事業年度において、期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に充てるため、法定福利費引当金１，２６５千円を取り崩

すこととする。

計
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予 算 参 考 資 料
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額 (千円) 説 明 （千円）

１．

下 水 道 事 業 3,630,500

収 益 １．

営 業 収 益 2,685,317

１． １．

下水道使用料 1,739,698 下 水 道 使 用 料 1,739,698 下水道使用料

２． １．

雨 水 処 理 945,069 雨 水 処 理 945,069 雨水処理負担金

負 担 金 負 担 金

３． １．

そ の 他 550 手 数 料 550 指定業者登録手数料

営 業 収 益

２．

営 業 外 収 益 945,183

１． １．

受 取 利 息 3 預 金 利 息 2 預金利息

２．

基 金 利 息 1 基金運用収入

２． １．

他会計補助金 95,226 他 会 計 補 助 金 95,226 一般会計補助金

令和５年度　松原市下水道事業会計予算説明書

収　　　　入

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額 (千円) 説 明 （千円）

３． １．

国 庫 補 助 金 42,050 国 庫 補 助 金 42,050 社会資本整備総合交付金

４． １．

長 期 前 受 金 807,661 長 期 前 受 金 807,661 繰延収益の償却

戻 入 戻 入

５． １．

雑 収 益 243 そ の 他 雑 収 益 243 行政財産使用料

研修に係る助成金
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

１．

下 水 道 事 業 3,807,000

費 用 １．

営 業 費 用 3,288,620

１． １．

管 渠 費 83,034 給 料 4,991 給料　　　　

２．

手 当 等 2,780 685

722

623

24

708

管理職員特別勤務手当 18

３．

賞 与 引 当 金 806 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 1,666 共済組合負担金

５．

法 定 福 利 費 161 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

支　　　　　出

　　　　説　　 　　　　明　　　　

管理職手当

通勤手当

地域手当

期末手当

勤勉手当
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

６．

旅 費 5 普通旅費

７．

備 消 品 費 224

８．

材 料 費 2,240 管渠管理用原材料等

９．

光 熱 水 費 1,706

１０．

修 繕 料 11,510

１１．

通 信 運 搬 費 276 電話料金等

１２．

委 託 料 55,559

１３．

賃 借 料 1,110

２． １．

ポ ン プ 場 費 97,307 給 料 3,400 給料　　　　

電気料金

下水道管渠関係業務委託

ストックマネジメント計画関係業務委託

管渠維持調査用ＴＶカメラ借上料

携帯用有害ガス検知器借上料

コピー機借上料

　　　　説　　 　　　　明　　　　

公共下水道管渠施設維持補修等

消耗品一般

管渠軌道下占用料
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

２．

手 当 等 2,619 地域手当 439

198

581

481

579

336

5

３．

賞 与 引 当 金 537 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 1,178 共済組合負担金

５．

法 定 福 利 費 105 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

６．

備 消 品 費 48

７．

光 熱 水 費 2,666 電気料金

水道料金

８．

燃 料 費 274 燃料費

　　　　説　　 　　　　明　　　　

時間外勤務手当

特殊勤務手当

勤勉手当

扶養手当

住居手当

消耗品一般

期末手当
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

９．

修 繕 料 1,800 天美ポンプ場修繕料

１０．

通 信 運 搬 費 254 電話料金等

１１．

手 数 料 35 手数料

１２．

委 託 料 84,391

３． １．

普 及 指 導 費 26,021 給 料 4,255 給料

２．

手 当 等 1,837 地域手当 513

期末手当 557

勤勉手当 487

時間外勤務手当 215

通勤手当 60

特殊勤務手当 5

３．

賞 与 引 当 金 659 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 1,400 共済組合負担金

ストックマネジメント計画関係業務委託

天美ポンプ場関係業務委託

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

５．

法 定 福 利 費 131 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

６．

旅 費 5 普通旅費

７．

備 消 品 費 32 消耗品一般

８．

印 刷 製 本 費 1,737 供用開始告示等

９．

委 託 料 1,685 事業場排水規制支援等業務委託

１０．

補 償 費 200 補償費

１１．

補 助 交 付 金 14,080 水洗便所改造補助金

４． １．

業 務 費 11,227 給 料 2,938 給料

２．

手 当 等 1,350 地域手当 356

期末手当 501

勤勉手当 413

時間外勤務手当 51

通勤手当 24

特殊勤務手当 5

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

３．

賞 与 引 当 金 436 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 1,020 共済組合負担金

５．

法 定 福 利 費 87 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

６．

旅 費 6 普通旅費

７．

備 消 品 費 30 消耗品一般

８．

印 刷 製 本 費 121 受益者負担金納付書等

９．

通 信 運 搬 費 159

１０．

手 数 料 49 手数料

１１．

委 託 料 4,210

受益者負担金管理システムサポート業務委託

受益者負担金管理システム保守業務委託

下水道使用料徴収事務委託

郵便料金

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

１２．

賃 借 料 74 受益者負担金管理システム

１３．

報 償 費 747 受益者負担金前納報奨金

５． １．

総 係 費 22,655 給 料 8,659 給料

２．

手 当 等 7,489 地域手当 1,210

扶養手当 558

期末手当 1,534

勤勉手当 1,273

時間外勤務手当 983

通勤手当 48

管理職手当 780

特殊勤務手当 5

管理職員特別勤務手当 18

児童手当 1,080

３．

賞 与 引 当 金 1,440 賞与引当金繰入額

繰 入 額

４．

法 定 福 利 費 3,135 共済組合負担金

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

５．

法 定 福 利 費 285 法定福利費引当金繰入額

引 当 金 繰 入 額

６．

福 利 厚 生 費 98 職員福利厚生事業費

７．

旅 費 175 普通旅費

特別旅費

８．

備 消 品 費 105 消耗品一般

９．

印 刷 製 本 費 44 マンホールカード制作

１０．

賃 借 料 23 コピー機借上料

１１．

負 担 金 745 日本下水道協会

大阪府下水道協会

各種研究会負担金

一般会計負担金

１２．

研 修 費 229 職員研修費

大阪府下水道事業促進協議会

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

１３．

保 険 料 228 下水道賠償責任保険料

建物損害共済保険料

６． １．

流 域 下 水 道 607,299 流 域 下 水 道 607,299 大和川下流西部流域下水道維持管理負担金

維 持 管 理 維 持 管 理

負 担 金 負 担 金

７． １．

減 価 償 却 費 2,419,581 建 物 5,105 建物減価償却費

減 価 償 却 費

２．

構 築 物 1,976,642 構築物減価償却費

減 価 償 却 費

３．

機 械 及 び 装 置 26,122 機械及び装置減価償却費

減 価 償 却 費

４．

工具、器具及び 34 工具、器具及び備品減価償却費

備品減価償却費

５．

施 設 利 用 権 411,678 施設利用権減価償却費

減 価 償 却 費

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

８． １．

資 産 減 耗 費 21,496 固定資産除却費 21,496 有形固定資産の除却費

２．

営 業 外 費 用 508,180

１． １．

支 払 利 息 426,486 企 業 債 利 息 425,275 企業債利息

及 び 企 業 債 ２．

取 扱 諸 費 長期借入金利息 560 長期借入金利息

３．

一時借入金利息 651 一時借入金利息

２． １．

消 費 税 及 び 81,694 消 費 税 及 び 81,694 消費税及び地方消費税

地 方 消 費 税 地 方 消 費 税

３．

特 別 損 失 200

１． １．

過 年 度 損 益 200 過 年 度 損 益 200 下水道使用料、受益者負担金過年度減額分

修 正 損 修 正 損

４．

予 備 費 10,000

１． １．

予 備 費 10,000 予 備 費 10,000

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) 説 明 （千円）

１．

資 本 的 収 入 2,586,000

１．

企 業 債 1,199,400

１． １．

建 設 改 良 債 1,199,400 建 設 改 良 債 539,900 公共下水道事業債 412,600

流域下水道事業債 127,300

２．

資本費平準化債 659,500 資本費平準化債

２．

他会計出資金 359,705

１． １．

他会計出資金 359,705 他 会 計 出 資 金 359,705 一般会計出資金

３．

他会計借入金 800,000

１． １．

他会計借入金 800,000 他 会 計 借 入 金 800,000 長期借入金

４．

国 庫 補 助 金 212,000

１． １．

国 庫 補 助 金 212,000 国 庫 補 助 金 212,000 社会資本整備総合交付金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　入
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) 説 明 （千円）

５．

負 担 金 14,895

１． １．

受益者負担金 14,895 受 益 者 負 担 金 14,895 受益者負担金
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

１．

資 本 的 支 出 4,146,100

１．

建 設 改 良 費 813,379

１． １．

建 設 改 良 費 653,247 給 料 8,214 給料　　　　

２．

手 当 等 8,574 地域手当 1,006

期末手当 1,939

勤勉手当 1,551

時間外勤務手当 3,369

通勤手当 358

住居手当 336

特殊勤務手当 15

３．

法 定 福 利 費 3,032 共済組合負担金

４．

旅 費 63 普通旅費

５．

備 消 品 費 309

６．

印 刷 製 本 費 315 計画図等

消耗品一般

支　　　　　出

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

７．

手 数 料 78 手数料

８．

委 託 料 311,953 積算システム保守業務委託

可燃ごみの収集・運搬業務委託

実施設計委託、測量委託、家屋調査委託

天美ポンプ場電気設備工事委託

９．

賃 借 料 1,509 コピー機借上料 117

積算システム借上料 1,290

ＷＥＢ建設物価使用料 102

１０．

工 事 請 負 費 275,650 管渠築造工事等

１１．

路 面 復 旧 費 21,000 道路舗装復旧工事

１２．

補 償 費 22,550 水道管・ガス管等補償

２． １．

流 域 下 水 道 127,917 流 域 下 水 道 127,917 大和川下流西部流域下水道建設負担金

建 設 負 担 金 建 設 負 担 金

３． １．

そ の 他 32,215 大 阪 市 32,215 雨水排水に係る経費に対する大阪市への建設負担金

建 設 負 担 金 建 設 負 担 金

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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款 項 目 予定額(千円) 節 金額(千円) （千円）

２．

企業債償還金 3,332,720

１． １．

企業債償還金 3,332,720 企 業 債 元 金 3,332,720 建設改良債元金償還金 2,277,232

償 還 金 資本費平準化債元金償還金 1,055,488

３．

基金繰入支出 1

１． １．

基金繰入支出 1 基 金 繰 入 支 出 1

　　　　説　　 　　　　明　　　　
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